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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】異種材料同士を接合してなる試験片に熱残留応
力が存在する場合に、当該熱残留応力の影響を除外した
純モードにおける試験片の破壊靭性を評価可能にするこ
と。
【解決手段】本発明に係る破壊靭性試験装置１０は、熱
残留応力が存在する試験片１１に所定の試験用負荷を作
用させる試験用負荷作用手段１７と、試験片１１の熱残
留応力をキャンセルするように試験片１１にキャンセル
用負荷を作用させるキャンセル用負荷作用手段１８とを
備えている。キャンセル用負荷作用手段１８は、キャン
セル用負荷として試験片１１に押圧力を付与するように
動作する押圧力付与部２３と、押圧力の大きさを決定す
る押圧力決定部２４とを備えている。押圧力決定部２４
では、予め記憶された数式により、面内せん断型のき裂
変形状態に対応するエネルギー解放率の成分をゼロにす
るように、前記押圧力の大きさが算出される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　異種材料からなる第１及び第２の部材を熱残留応力が存在した状態で接合してなり、こ
れら部材の界面の一部にき裂が形成された試験片に、所定の試験用負荷を作用させること
で、前記試験片の接合界面の破壊靭性を評価するための試験装置であって、
　前記試験用負荷を前記試験片に作用させる試験用負荷作用手段と、前記熱残留応力をキ
ャンセルするように前記試験片にキャンセル用負荷を作用させるキャンセル用負荷作用手
段とを備えたことを特徴とする破壊靭性試験装置。
【請求項２】
　前記キャンセル用負荷作用手段は、前記キャンセル用負荷として前記試験片に押圧力を
付与するように動作する押圧力付与部と、前記押圧力の大きさを決定する押圧力決定部と
を備え、
　前記押圧力決定部では、予め記憶された数式により、面内せん断型のき裂変形状態に対
応するエネルギー解放率の成分をゼロにするように、前記押圧力の大きさが算出されるこ
とを特徴とする請求項１記載の破壊靭性試験装置。
【請求項３】
　前記押圧力付与部では、前記第１及び第２の部材のうち熱膨張率の高い部材から低い部
材に向かって前記押圧力を付与することを特徴とする請求項１又は２記載の破壊靭性試験
装置。
【請求項４】
　前記試験用負荷作用手段では、前記試験用負荷として、前記き裂を開口するように当該
き裂の垂直方向に前記試験片を引っ張る引張力を当該試験片に付与することで、開口型の
き裂変形状態に対応するモードのみの純モードにおけるき裂変形状態での試験を行うこと
を特徴とする請求項１、２又は３記載の破壊靭性試験装置。
【請求項５】
　異種材料からなる第１及び第２の部材を熱残留応力が存在した状態で接合してなり、こ
れら各部材の界面の一部にき裂が形成された試験片に、所定の試験用負荷を作用させるこ
とで、前記試験片の接合界面の破壊靭性を評価するための試験方法であって、
　前記試験片に対し、前記熱残留応力の影響をキャンセルするキャンセル用負荷を作用さ
せながら前記試験用負荷を作用させることを特徴とする破壊靭性試験方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、異種材料の接合界面の破壊靭性を評価するための破壊靭性試験装置及び破壊
靭性試験方法に係り、更に詳しくは、熱残留応力の影響を除外した純モードでの破壊靭性
を評価可能とする破壊靭性試験装置及び破壊靭性試験方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　航空機の機体や自動車の車体の重量を軽減するために、マルチマテリアル構造が検討さ
れているが、当該マルチマテリアル構造において、異種材料からなる部材同士のボルト締
結は重量増加の原因となるため、ボルトを使用しない接合構造にする必要がある。そこで
、熱膨張率の異なる異種材料からなる部材同士を加熱接合すると、当該加熱接合後におけ
る加熱接合体に熱残留応力が生じ、その熱残留応力が原因で加熱接合体に反りが生じる。
【０００３】
　このような加熱接合体の設計を考える上では、異種材料同士の接合強度のみならず、そ
れらの接合面となる接合界面におけるき裂進展特性の指標となる破壊靭性を評価すること
も求められる。従来、この破壊靭性を評価するための試験法としては、特許文献１等に挙
げられているように、材料のき裂進展に必要な単位面積当たりのエネルギーとなる破壊靭
性値（エネルギー解放率）の計測を行う上で、種々のＪＩＳ試験法が規格化されている。
当該ＪＩＳ試験法としては、双片持ち梁試験（ＤＣＢ試験）や端面切欠き曲げ試験（ＥＮ
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Ｆ試験）等がある。ＤＣＢ試験は、き裂を垂直方向に開口させるように負荷（荷重）を与
えた状態で行うモードＩと呼ばれる開口型のき裂変形状態に関する試験である。また、Ｅ
ＮＦ試験は、き裂の先端側からき裂の延伸方向（長さ方向）に沿って、負荷（荷重）を与
えた状態で行うモードＩＩと呼ばれる面内せん断型のき裂変形状態に関する試験である。
更に、特許文献１等に開示されているように、これらモードＩ及びモードＩＩの混合モー
ドにおける破壊靭性を評価するための混合モード曲げ試験（ＭＭＢ試験）もある。
【０００４】
　ところで、異種材料同士を加熱接合してなる加熱接合体の場合には、その構成材料の熱
膨張率が異なることや非対称であることから、前述したように、熱残留応力による反りが
生じている。そこで、非特許文献１には、ＭＭＢ試験法等での試験において、熱残留応力
の影響を加味した破壊靭性値を求めるように定式化した補正法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００７－１４７３４８号公報
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】横関智弘、「熱残留応力を考慮した層間き裂進展に関するエネルギー解
放率：ＣｒａｃｋＴｉｐ　Ｅｌｅｍｅｎｔ法による定式化」日本複合材料学会誌　第３５
巻　第３号、２００９年、ｐ９９－１０５
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、前記非特許文献１では、モードＩ及びモードＩＩのそれぞれの成分にお
いて熱残留応力を加味して合計したエネルギー解放率を求めることが可能であるものの、
逆に、熱残留応力の影響を除外した各モードでの負荷のみの純モードでの破壊靭性の評価
ができない。このような純モードでの破壊靭性は、き裂の進展を予測するための数値シミ
ュレーションのパラメータ等として、設計上必要とされることがある。そこで、本発明者
らは、熱残留応力がモードＩＩの面内せん断型の荷重に相当することに着目し、熱残留応
力をキャンセルする方向に負荷をかけながら従来の破壊靭性試験を行うことで、熱残留応
力が存在する加熱接合体の接合界面における純モードの破壊靭性を評価できることを見出
した。
【０００８】
　本発明は、このような知見に基づくものであり、その目的は、異種材料同士を接合して
なる試験片に熱残留応力が存在する場合に、当該熱残留応力の影響を除外した純モードに
おける試験片の破壊靭性を評価可能にする破壊靭性試験装置及び破壊靭性試験方法を提供
することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　前記目的を達成するため、本発明は、異種材料からなる第１及び第２の部材を熱残留応
力が存在した状態で接合してなり、これら部材の界面の一部にき裂が形成された試験片に
、所定の試験用負荷を作用させることで、前記試験片の接合界面の破壊靭性を評価するた
めの試験装置であって、前記試験用負荷を前記試験片に作用させる試験用負荷作用手段と
、前記熱残留応力をキャンセルするように前記試験片にキャンセル用負荷を作用させるキ
ャンセル用負荷作用手段とを備える、という構成を主として採っている。
【００１０】
　また、本発明は、異種材料からなる第１及び第２の部材を熱残留応力が存在した状態で
接合してなり、これら各部材の界面の一部にき裂が形成された試験片に、所定の試験用負
荷を作用させることで、前記試験片の接合界面の破壊靭性を評価するための試験方法であ
って、前記試験片に対し、前記熱残留応力の影響をキャンセルするキャンセル用負荷を作
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用させながら前記試験用負荷を作用させる、という手法を主として採っている。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、熱残留応力をキャンセルする負荷を試験片にかけながら、従来の破壊
靭性試験を行うことで、試験片に存在する熱残留応力の影響を除外した純モードでの試験
片の破壊靭性が評価可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本実施形態に係る破壊靭性試験装置を概念的に表した概略構成図である。
【図２】（Ａ）は、試験片の層構造及び寸法表記等を説明するための概略斜視図であり、
（Ｂ）は、（Ａ）のＡ部における部分拡大図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照しながら説明する。
【００１４】
　図１には、本実施形態に係る破壊靭性試験装置を概念的に表した概略構成図が示されて
いる。この図において、破壊靭性試験装置１０は、熱残留応力が存在する試験片１１に対
し、当該熱残留応力をキャンセルするキャンセル用負荷を与えながら、試験片１１の一部
に形成されたき裂１３を開口するようにき裂１３の垂直方向に試験用負荷を与えることで
、開口型のき裂変形状態に係るモードＩのみの純モードでの破壊靭性試験を行えるように
構成されている。
【００１５】
　ここで、試験片１１としては、図２にも示されるように、異種材料である第１及び第２
の材料からなる平面視方形状の２種の板材同士を加熱しながら相互に接合したものが用い
られる。特に限定されるものではないが、本実施形態では、第１の材料として、アルミニ
ウムが用いられ、第２の材料として、熱可塑性の炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＴＰ
）が用いられる。そして、これら第１及び第２の材料からなる各板材を上下に積層した上
で、加熱プレスにより、それらが当接する面の一部領域を除いて接合することで、当該一
部領域をき裂１３とする試験片１１が形成される。従って、本実施形態の試験片１１は、
アルミニウムからなる図２（Ａ）中上側の第１層１１Ａと、アルミニウムよりも熱膨張率
が低いＣＦＲＴＰからなる同図中下側の第２層１１Ｂからなる。換言すると、試験片１１
は、第２層１１Ｂの図２中上側に、第２層１１Ｂよりも熱膨張率の高い第１層１１Ａが積
層される。また、これら第１層１１Ａ及び第２層１１Ｂの界面の一部には、それらを非接
合とした領域となるき裂１３が、図２（Ａ）中左端縁から試験片１１の内方に延びるよう
に形成されている。更に、試験片１１は、熱膨張率が相違する第１及び第２の材料の接合
による熱残留応力の影響で、その破壊靭性試験時において、中央部分が図２（Ａ）中下方
に湾曲する反りが僅かに生じた状態となっている。なお、便宜上、各図においては、試験
片１１を平板状に図示している。
【００１６】
　また、後述する演算に用いられる前記試験片１１の寸法として、図２（Ａ）に示される
ように、第１層１１Ａと第２層１１Ｂの幅を同一値である幅Ｂと表記し、同図（Ｂ）に示
されるように、上下方向（ｚ軸方向）の高さである厚みについて、第１層１１Ａを厚みｈ

１、第２層１１Ｂを厚みｈ２と表記する。
【００１７】
　なお、本発明の破壊靭性試験装置１０では、本実施形態の材質や形状等の試験片１１で
の試験に限らず、相互に熱膨張率の相違する複数材料の界面の一部にき裂１３を形成し、
熱残留応力が存在した状態のものであれば、種々の材質や形状等からなる試験片１１を適
用することができる。
【００１８】
　前記破壊靭性試験装置１０は、図１に示されるように、所定の設置面に設置される平面
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同図中左右２箇所で支持する試験片支持部１６と、前記試験用負荷を試験片１１に作用さ
せる試験用負荷作用手段１７と、前記キャンセル用負荷を試験片１１に作用させるキャン
セル用負荷作用手段１８とを備えている。
【００１９】
　前記試験片支持部１６は、試験時において、ＣＦＲＴＰからなる第２層１１Ｂ側が図１
中下側となる向きで試験片１１が載置されるようになっており、試験片１１の同図中下面
における同図中左右２箇所を支点Ｐ１、Ｐ２として、試験片１１を支持可能な形状及び構
造となっている。
【００２０】
　前記試験用負荷作用手段１７は、試験片支持部１６に支持された試験片１１の図１中左
端寄りの部分で、試験片１１に対し、当該部分に存在するき裂１３を開口するように、き
裂１３を垂直方向に引っ張る引張力を付与する引張力付与部２０と、試験片１１に作用さ
せた外力を計測し記録する計測記録部２１とを備えている。これら引張力付与部２０及び
計測記録部２１は、ロードセル等を含む公知の試験機と同等の機構が採用されており、詳
細な構成についての説明は省略する。
【００２１】
　前記キャンセル用負荷作用手段１８は、試験片１１に対し、キャンセル用負荷としての
押圧力を付与するように動作する押圧力付与部２３と、試験片１１に付与される押圧力の
大きさを決定し、押圧力付与部２３への動作指令を行う押圧力決定部２４とを備えている
。
【００２２】
　前記押圧力付与部２３は、試験片１１の図１中上面側に接触する接触子２６と、接触子
２６を試験片１１に垂直となる図１中上下方向に動作させるアクチュエータ２７とからな
る。
【００２３】
　前記接触子２６は、試験片１１の長さ方向となる図１中左右方向における前記支点Ｐ１
、Ｐ２の間の中間の距離となる作用点Ｐ３に接触可能に配置されており、アクチュエータ
２７の駆動により、ＣＦＲＴＰよりも熱膨張率の高いアルミニウムからなる第１層１１Ａ
の表面の作用点Ｐ３を第２層１１Ｂ側に向かって同図中下方に押圧するように動作する。
【００２４】
　前記アクチュエータ２７は、図示省略しているが、空気圧シリンダと、当該空気圧シリ
ンダを駆動させるためのコンプレッサや各種弁を含む流体回路とを含む公知の構成からな
り、ここでの詳細な説明は省略する。なお、前記アクチュエータ２７としては、本実施形
態の空気圧駆動装置に限定されるものではなく、接触子２６を前述のように動作させる駆
動源として機能する限り、モータ、油圧シリンダ等を駆動源とする種々の装置を採用する
ことができる。
【００２５】
　前記押圧力決定部２４では、予め記憶された以下の関係式を用いて押圧力ＰＥが演算に
より求められる。ここでは、試験片１１の熱残留応力が、面内せん断型のモードＩＩのみ
のき裂変形状態に相当するとし、熱残留応力を考慮したモードＩＩのエネルギー解放率の
成分ＧＩＩがゼロになるように、試験片１１の作用点Ｐ３に作用させる押圧力ＰＥが算出
される。



(6) JP 2021-81191 A 2021.5.27

10

20

30

40

50

【数１】

【００２６】
　上式において、Ｂは、試験片の幅、ｈ１は、アルミニウムからなる第１層１１Ａの厚み
であり、ｈ２は、ＣＦＲＴＰからなる第２層１１Ｂの厚みであり、ａは、図１に示される
ように、き裂１３の基部１３Ａから試験用負荷の作用点Ｐ４までのｘ軸方向の長さに相当
するき裂長さである。また、α１は、第１層１１Ａを構成するアルミニウムの熱膨張率で
あり、α２は、第２層１１Ｂを構成するＣＦＲＴＰの熱膨張率であり、ΔＴは、使用温度
と応力フリー温度の温度差であり、これら各値は予め所定値に決定される。また、ＰＤは
、試験用負荷となる引張力の大きさであるが、本実施形態では、試験用負荷を作用させな
い状態で押圧力ＰＥが求められるため、ＰＤ＝０として計算される。
　更に、上式（３）、（４）、（５）における各文字（Ｅ、Ｒ、Ｓ、Ｕ、ｃ、ｄ）と、図
２（Ｂ）に示されるように、各層１１Ａ，１１Ｂ毎に設定された座標系における厚み方向
のｚ軸とにおいて、それぞれ表記された添字ｉは、第１層１１Ａのものをｉ＝１とし、第
２層１１Ｂのものをｉ＝２として表す。なお、Ｅｉは、各層１１Ａ，１１Ｂにおける面内
ヤング率であり、各層１１Ａ，１１Ｂでの材料が特定されているため、それぞれ所定値を
採る。
【００２７】
　次に、前記破壊靭性試験装置１０を用いた試験方法について説明する。
【００２８】
　先ず、き裂１３を含み、異種材料同士を加熱接合し熱残留応力が生じた状態の試験片１
１が用意される。そして、試験用負荷となる引張力を試験片１１に作用させない状態で、
押圧力決定部２４により、熱残留応力をキャンセルするキャンセル用負荷となる押圧力Ｐ

Ｅが、演算により求められる。すなわち、ここでは、第１層１１Ａ及び第２層１１Ｂの材
料特性やサイズ等の性状に対応する事前設定値が、予め記憶された上式（１）～（５）に
それぞれ代入され、押圧力ＰＥが算出される。その前後何れかにおいて、熱膨張率の高い
第１層１１Ａを図１中上側とする向きで試験片１１が試験片支持部１６に載置される。そ
の後、試験片１１に一定の押圧力ＰＥを作用させるとともに、試験用負荷となる引張力Ｐ

Ｄの大きさを変えながら試験が行われる。この際、き裂１３の開口状況や進展状況が図示
しないカメラやクリップゲージ等によってモニタリングされ、計測記録部２１において、
各引張力ＰＤの大きさから、当該引張力ＰＤに対応する試験片の破壊靭性評価が、破壊靭
性値等の算出によって行われる。
【００２９】
　なお、前記破壊靭性試験装置１０としては、異種材料を接合してなる試験片１１に対し
、熱膨張率の高い方の材料からなる部材を低い方の材料からなる部材に向かって押圧力を
付与することにより、試験片の熱残留応力をキャンセル可能な限り、種々の構成を採るこ
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【００３０】
　また、前記実施形態では、試験片１１の熱残留応力をキャンセルし、モードＩのみの純
モードでの破壊靭性に関するデータを取得可能にしているが、本発明はこれに限らず、試
験用負荷作用手段１７として、試験片１１に対する試験用負荷の作用方向や場所等を変え
ることで、面内せん断型や面外せん断型等の他のモードに対応した試験用負荷を試験片１
１に作用させる構成を採用することもできる。これにより、当該各モードについて、試験
片１１の熱残留応力をキャンセルした純モードでのデータ取得が可能となる。
【００３１】
　その他、本発明における装置各部の構成は図示構成例に限定されるものではなく、実質
的に同様の作用を奏する限りにおいて、種々の変更が可能である。
【符号の説明】
【００３２】
　１０　破壊靭性試験装置
　１１　試験片
　１３　き裂
　１７　試験用負荷作用手段
　１８　キャンセル用負荷作用手段
　２３　押圧力付与部
　２４　押圧力決定部

【図１】 【図２】
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